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—ー問題の所在ー一

レーニンは， 『ロシアにおける資本主義の発達』 (18 

99年）の中で，ロシアにおける資本主義の発達は可能で

あり，また現に発達しつつあると主張した。彼は，ナロ

ードニキ理論家たちの「理論的誤り」（注1)に全面的な批判

を加えつつ，ナロードニキの「社会一経済過程」に対す

る「道徳的結論」（注2)がかえって「ロシア資本主義の最

も深刻な諸矛盾を過小評価する（時には黙殺さえする）

というあやまちを犯す」（江3)ことになる点を明らかにし

ようとした。

レーニンのナロードニキ批判の要点は，この書物の副

題にもあるとおり， 「大工業のための国内市場の形成」

の可能性と現状の評価にあった。彼はナロードニキとは

異なって，ロシアにおいても「大工業にとっての国内市

場」は形成可能であり，また現に形成されつつあること

を示し，ロシアにおける資本主義発達の未来を展望し

た。レー＝ンの国内市場形成論は，簡略化していえば，

ほぼ次の二つの論拠を基礎にしている。

第 1に社会的分業とそれと結びついた小生産者の零落

＝農民層分解が国内市場を生みだす。

第2に生産手段生産部門，都市大工業の発達それ自体

が国内巾場を作りだす。

彼は，当時ロシアにおいて，社会的分業の深化，小生

産者の零落＝農民層の分解が急速に進行しており，都市

大工業もますます発展していることを，膨大な資料を提

示して証明してみせた。

しかし，革命のうねりはロシアにおける資本主義の十

全な発達を待ってはいなかった。 1917年の革命ののちに

われわれがロシアに見いだすものは，崩壊の危機に瀕し

『アジア経済』 XXII-9 (1981. 9) 

た都市大工業と膨大な数の個人農であった。しかも18年

に始まった内戦は，都市大工業を完全に疲弊させたう

え，都市の食糧確保のためにとられた食糧徴発隊派遣や

食福割当徴発という強制的政策は個人農を都市共産党権

力から離反させた。

1921年3月の第10回党大会は「割当徴発を現物税に換

える」ことを決定して，個人農に譲歩し，労農結合（スム

イチカ）をソヴェト経済発展のための基礎にすえた。こ

の第10回党大会決定でもっとも注目すべきは，現物税を

支払った後に残った穀物を自由に処分する権利を農民に

与えたことであった。

1921年の新経済政策（ネップ）導入後のソヴェト経済

は，戦前水準をはるかに下まわる生産力しかもたない都

市大工業と自この生産物に対する自由処分権をもつ膨大

な個人農の並存という事態に直面していたのである。

これは当時のソヴェト経済が，レーニンのいう国内市

場形成の2条件をともに欠いていたことを意味する。さ

しあたり外国市場をあてにすること｝まできない以上，都

市大工業はその発展の基礎を，国内市場，特に圧倒的な

人口比率を占める農村の市場に置かざるをえない。しか

し，農村の住民たちははたして都市大工業の工業製品を

受け入れる能力をもっているだろうか。たとえその力を

もっていたとしても都市のエ哭製品を買うだろうか。都

廿i大工業のための国内市場が順謂に形成されていくとい

う展望が存在したのだろうか。都市と農村とが，全面的・

現物的計画によってではなく，市場的関連によって結び

つけられることを前提とするネップ期ソヴェト経済は，

以上のような意味での「市場問題」を，解決すべき課題

として背負わされていたのである。

本稿はこのネップ期の「市場問題」の構造を，農家の

家計という国民経済の基底的な環が当時いかなる姿をも

っていたかを分析することによって，明らかにしtうと

するものである。その際，特に重要な課題は，農民巾場.......... 
の工業製品受け入れ能力＝市場容量 (eMKOCTbpblHKa) 
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が当時ソ連全体でどれほどだったかを計算することとな

るだろう。

ところでソヴェト政権は実際にはその後，上からの強

制的な農業集団化という政策によってこの「市場問題」

を「解消」してしまった。農業集団化は，農産物の販売

に関してある程度の自由意志をもつ個人農の存在を否定

し，都市工業製品と農産物とが市場的関連を通じて交換

されるというネップの理念を放棄することを意味したか

らである。また農業集団化の過程でロシアに伝統的だっ

た農村工業（クスターリという）が絶滅した。その結果

農村は食糧生産基地へと固定化され，それが都市と羮村

との現物的な物財交換体制を確立させた（注4)。このこと

も「市場問題」の「解消」に与って力があった。しかし

このような政策が真の問題の解決にならなかったこと

は，その後のソ連農業の歴史が明瞭に示している。 1953

年のフルシチ ~1 フ農政以降，ソヴェト政権は農産物価格

の大幅な引き上げを余儀なくされたが，現在それは大幅

な財政赤字を招来している。しかも，国家の膨大な財政

援助にもかかわらず，農業生産は需要の増大（主に住民

の肉食化＝飼料需要の増大に起因する）に追いつけず，

ソ連は恒常的な食糧輸入国に転落してしまった（注5)。農

民たちは集団農場で勤勉に働くよりは自己の個人副業経

営の強化にむかっているといわれる（注61。ゾ連は，都市

と農村の生産物を円滑に交換・循環させていくシステム

をいまだ確立していないのである。

かくして，本稿は，現在のソ連を悩ます農業問題の歴

史的淵源を明らかにするという意味あいをもつと同時

に，人口の大部分が農民であるその他の発展途上社会主

義諸国が工業的に発展していく場合に生じる問題一般の

理解にもつながれば幸いである。

（注 1).TTe暉 H,B. 11., flo/lHoe co6paHue CO'tU・ 

瞑 Hua，第 3務， 21~66ペー／ （邦訳 国民文叩版(1)

21~61ページ）。

（注2) 同上書 601~602ページ（邦訳(3)201ペー

ジ）。

（注 3) 同上書 597ページ（邦訳(3) 195ページ）。

（江 4） ァーり点については和田央『ソヴェト紆済政

策史ー一市場と営業ー一～』東）；（大学出版会 1979年に

詐l.し‘o

（注5) 丸毛忍「穀物輸入国へ転落するソ辿殿業」

（『ニコノミスト』 1975年9月23日号）。 中山弘正『ソ

ビュト農業ボ伯』 日本放送出阪協会 1981年 154~ 

174ページ。
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（江 6) 丸毛忍「コルホース襲家およびコルホース

商業について」（『農業総合研究』第12巻第2号）。 中

山前掲8 174~203ページ。

I リトシェンコの立場と主張

農民市場，特にその容量に関して1920年代のソヴェト

国内でもっとも精力的に発言したのは， リトシェンコ

(JI. H. JlHTOllleHKO)である。彼は元カデットであり
（ 
iEl＼当時何年かにわたって中央統計局(UeHTpa,1hHOe

CrnTHCTHtJecKoe YnpaBJJe皿 e,以下 UCYとす）の農

民家叶調査部門の責任者の立場にあったiit2)。彼によっ

て残された膨大な統計資料は当時のソヴェト農業の構造

と動態を解明するにあたって基本的なものである。本稿

での分折もその一部に依拠している。そこで，このリト

シェンコという人物の立場と主張をまず紹介しておくこ

とが必要であろう。

1． リトシェンコの農業経済理論

彼はいわゆる「組織＝生産学派」に対する最初の批判

者の•人であるといわれる（注 3)。 「組織＝生産学派」と

はソウ｀ヱトにおいて1920年代中葉まで活躍した，チャヤ

ー／ 7(A. 4a只1108)，千ェリンツェフ (A.4eJJHIH¥eB), 

マカロフ(H.MaKapoB)等からなる農業経済理論の一学

派でちる。彼らば「農民経済の根本的特徴」はその「消

費的勤労的性質」にあり，それは，農民経済の根底に横

たわる「生物学的＝家族的原理」にもとづいている，と

主張した。彼らによれば農民経済は「獲得的経済」では

なく， 「賃労働の一般的規則に従って搾取しない」 （チ

ェリンツゴフ），「その生産は『市場に依存せず』，価格

の水準によって左右されない」というのである（注4)。リ

トシェンコはこれを批判した。しかし，彼は， J臭村内の

階扱分化を強調する「クリツマン学派」の立場に立って

「組織二生産学派」を批判したわけではない（注 5)。彼は

農民経済の二重性を強調した。彼は言う。 「農民の胸中

には一つではなく二つの魂が宿っている。一つは消費

者，大家族の家長の魂であり，子孫の繁栄について何ら

不安を抱かず，土地と自由(3eMJI!IH BOJI只）について素

朴な瞑想にふけるような者の魂である。もう一つは経営

者，企業家の魂であり，致富の手段を一ー他人の労働の

搾取なしでも、 一保特していることを十分自覚している

者の魂である。それは壮算がでぎ自己の生産物を勘定す

ろような経営的農民の魂であり，商品販売者，協同組合

員，拍金者の魂である」柱6)彼は， 「組織＝生産学派」

とも「クリツマン学派」とも異なる折衷的な立場をとっ



1981090071.TIF

ていたのである。このような彼の立場はしかし，農業統
計家としての彼に，一つの優れた視点を与えた。

1923年に出版された『1922/23年における農民家計』
と題するパンフレットの中で彼は，家計調査資料にもと

づいて，次の2グループの問題を明らかにする意図を表
明した（注7)。すなわち，第1に農民経営の組織形態と現

在の条件下でのその収益率の多様性，第2に全国家的規
模での農民経営の支払一交換関係あるいは国民経済関
係，この 2グループの間題を明らかにするとしたのであ

る。このことは彼が，農民経営の組織と生産の構造を内
在的に見すえながら，国民経済全体の商品流通に注意を

払うという複眼的視点をもっていたことを意味する。こ

の視点のために，彼の残した農民家計調査資料は今なお
その意義を失っていない（注8)。

リトシェンコは，農民家計調査の実施を指導しつつ，

自らもその結果をもとにして，農民市場に関するいくつ

かの論文を発表した。以下，入手しえたかぎりの彼の論
文にそいつつ，彼の主張をみていこう。

2. 農民市場容量の縮小

リトシェンコの名が有名になったのは，彼が戦前と比
較して革命後の工業製品に対する農民市場の容量は7分
の1に縮小したと主張し，これが物議をかもしたことに
よる。彼は，この縮小論を1923年3月に「工業と農業市
湯容量」という論文で初めて発表した（注9)，といわれ

る。筆者はこれを入手できなかったが，前述の『1922/23
年における農民家計』にも同じ主旨の叙述がみられる。

それによれば， 1922/23年のソ連における全農民の工業
製品の支出は3億1800万戦前ループル，戦前のそれは20
億7900万ルーブルであったから， 1922/23年の工業製品
に対する農民市場の容量は約7分の1に縮小した（注10)。
彼は言う。「当時(1921/22年のこと一ー引用者）も現在

(1922/23年）もこの容量は戦前の約7分の 1のままであ
る。今年の収穫量と縮小している農工価格差とを考慮す
れば，きたるべき 1923/24農業年度においても，工業製
品に対する農民需要は数量的に，すでに達成された水準

を上まわらないということが，かなりの根拠をもって確
言できる」（注11)

このようなリトシェンコの主張は，すぐに批判をあび
た。ゴスフ゜ランのストルーミリン(C.CTPYMHJIHH)は，
調査期間の不適切さや抽出グループの上方シフトの過大
評価等を指摘して，リトシェンコのデータによりながら
ストルーミリン自身の市場容量を計算した。ストルーミ
リンによれば， 1922/23年の工業製品に対する農村の消

研究ノート，・ •'• n. 

費は， 7億5600万戦前1レープリであり，農民の農産物に
対する需要も含めれば，農民市場全体の容量は戦前の60
~70％には達しているという（注12)。ストルーミリンは，

農業税の物納から金納への転換を見こしつつ，リトシェ

ンコとは反対に農民市場の拡大を展望していたのであ

る。しかし，ストルーミリン自身の計算による工業製品
に対する農民市湯の容量7億5600万戦前1レーブルという

量は，戦前の容量⑳億7900万ルーブルというリトシェン

コの数字を前提とするかぎり，やはり大幅な減少であ
る。調査戸数があまりに少なく (3fi0戸），戦前容量の信

憑性にも問題があるから，リトシェンコのこのパンフレ
ットだけから詳細な数字についてここで論評を下すこと

は意味がなかろう。事実リトシェンコ自身その後この
「7分の1縮小論」に固執してはいない。が，ストルー
ミリンの計算によってさえ，革命後，農民の工業製品に

対する需要がかなりの程度縮小したと判断せざるをえな
い点は重要である。リトシェンコの功績はまず，このよ
うにして工業製品に対する農民市場の容量の縮小という
いう事実を具体的な数字によって示した点に求められ

る。

3. 農民市場の構造の解明

第2にリトシェンコが農民内流通(BHYTP皿 peCTbHH-

CKHH o6opoT)，総搬出・純搬出（邸noBoeOT'IY潔鯰HHe•
咄 CTOeOT'IY>KJ.teHHe)，総商品化率・純商品化率（碑IOBaH
TOBapHOCTb•'t(HCT訊 TOBapHOCTb) などの概念を使用し
て農民家計の分析を行なったことも注目に値する。彼は
農民自身による農産物・畜産品の買い戻しが当時広汎に
行なわれていたことに注目しつつ，このような概念を駆

使して市場構造の分析を試み，地域的・農民的市場の独
立的意義に注意を促していたのである。たとえば， 1923

年に彼は次のように言っていた。

「総商品化率の速い回復を過大評価し，そこから農村
住民の購買力上昇という楽観的結論を導き出してはいけ
ない。商品化率の構成と意義は現在と過去では違うので
ある」（ll'l3)

ここで彼の言わんとするところは，農産物が農家の自
家消費を除いて経営外に搬出される量は必ずしも都市に
届けられる量とは一致しない。したがって全農産物中の
前者の比率（総商品化率）の上昇が，後者の比率（純商
品化率）の上昇に結びつくわけではないということで
ある（各概念の厳密な定義はnで述べる）。
ネップ導入後の農業復興は，まず農村内の商品流通
（農民内流通）の拡大をもたらしたといわれる（注14)。そ
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のような農業復興のあり方は，農民による都市工業製品

への需需増加を必ずしも意味しない。このことをリトシ

ェンコは，農民家計調査の分析から鋭く感じとっていた

といえよう。しかし，純商品化率の上昇＝純搬出の増加

についていつまでも悲観的見方をしていたわけではな

い。 1925年にはすでに次のように言っている。

「現代の農民経営の市場的関連は，農民内流通の比重

の大きさに特徴づけられているが，このことは，もっと

も高い純商品化率をもつ大経営の数が近年極端に減少し

たことを考慮するなら驚く必要はない。 1922/23年から

1923/24年の市場的関連の動きがわれわれに示すところ

によれば，農民内流通の相対的縮小と純商品化率の相対

的拡大の過程が現在生じているのである。農民経営の分

化の一層の進展，より麻い価格水準，通貨改革の実施が

この傾向を持続させ， 1924/25年の市場的関連を戦前の

水準と比率にますます近づけるということは疑いえない

であろう」（注15)

このように， I}トシェンコは市場容徹7分の 1縮小論

にいつまでも固執しなかったのと同様に，純商品化率の

過小という論点にも固執しなかった。しかし，彼が総搬

出・純搬出，総商品化率・純商品化率などの概念によっ

て，ネップ期の農民経済の発展の方向を，市場楕造論的

にとらえる視点を，ソヴェト国内でかなり早い時期に，

提出していたことは重要である。

事実，彼の統計資料は， ヒ記諸概念に関する豊富な情

報を含み，ネッフ゜農民市場の構造を知ろうとするものに

とって貴重な資料になっている。

4. 貨幣の意義の強調

第3に特筆されねばならないことは， リトシェンコが

農民家計における貨幣の役割について特別の注意を払っ

ていたことである。 1922/23年の農民家計調査の報告に

は，すでに各作物についてどれだけを貨幣と交換に販売

したのか，どれだけを他の商品と物々交換したのかを示

す統計が掲載されている。実は当時，後者の比率がまだ

かなり麻く，ネップ初期かも中期の農業の市場的発展

は，この農民家計の貨幣部分と現物部分の比率の動向と

複雑にからみあっていた。リトシェンコはその複雑な構

造を解きほぐす鍵を残したのである。

農民家計における貨幣の役割に注目した彼は，当然

にも農業税の物納から金納への転換の意義を強調した

（注16)。また価格水準が牒民経営に大きな影響をおよぼす

ことを指摘するのも忘れなかった（注17)。 「鋏状価格陀」

危機という，農工価格差の拡大を一因とする困難が1923
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年に生じているだけにこの指摘は大きな意味をもつ。彼

の主張は，農業の順調な発展にとって，農産物と工業製

品との価格関係を考慮にいれた適切な価格政策が不可欠

なものであり，特に農産物価格の引上げがさしあたりは

求められるという含意を持っていたからである。農民の

工業製品への需要拡大にとってリトシェンコが非常に重

視したのは 1923年から 1924年にかけての幣制改革であ

る。のちに彼は幣制改革を次のように評価した。

「1923/24年から1924/25年にかけては，特にそれ以前

の2年間と比較してわれわれが考察した生産物の大半に

ついて，大半の地域で，需要の激しい増大がみられた。

この現象の説明はなにより安定通貨への移行に求めねば

ならない」（注18)

総じて， 「農民経営の全組織」ぱ「価格と市場関係の

影響下に形成されるだろう」（注19)というのが彼の展望で

あった。先に紹介したようにリトシェンコは，農民の胸

中には，消費者・大家族の家長の魂と経営者・企業家の

魂とが共存していると主張したが，彼の力点ぱ明ちかに

後者にあったのである（注20¥o

以上3点にわたってリトシェンコの主張を紹介した。

一言でいえば，彼は農民市場の内部構造とそこへの貨幣

浸透とを考慮しつつ，農民の都市工業製品への需要の縮

小という事実を指摘し，その回復を訴えていた。価値判

断を極力排しつつ，ネッフ゜期の農民経済の発展の方向を

農民経営の組織と生産の溝造に内在しつつ考察した人物

として彼の名を思い返すことは無駄ではなかろう（注21)。

5. リトシェンコ市場論のネップにおける位置

1923年初めのリトシェンコの問題提起以来，工業製品

にとっての農民市場の容量がどの程度であり，将来それ

はどの方向へ進むのかという問題は多くの人々の関心の

的になっていった。先に示したストルーミリンの反論は

その一方の代表であった。ストルーミリンの他にアント

ロボフ (C.AHTPOilOB)ぽ22)，ジルコヴィチ(H．水HpKO・

BH'1）（注23)等がリトシゴンコに皮論を加えた。彼らの反論

は当時やっと収拾に向かっていた「鋏状価格差」危機と

結びついていた。リトシェンコが最初主張していた農民

市場縮小論を認めるならば， 1923年秋に生じた工業製品

の販売危機の原因もそこに求めねばならず，具体的な政

策として農産物価格の引き上げを実行する必要を認めね

ばならなくなる。ゆえに，困難の原因を都市工業の弱体

という「悪液賞」 (xy.llOCO'IHe)（注24'にみていた人々は I)

トシェンコの主張に反対せざるをえなかったのである。

他方， リトシェンコに対して好意的な論陣をはった者
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もいる。 1923年初めごろから，農工価格関係の調整＝農

産物価格の引上げを主張していたコンドラチェフ (H.

KOH,llpaTbeB)は， 「工場製品にとっての農村市場の容

屋」の問題に対し並々ならぬ関心を示した。彼はリトシ

ゴンコによる農村の市場容量の計算が過小評価であると

しながらも，他方でストルーミリンの叶算も過大である

として，彼独自の「農村購買力」の大きさを明らかにし

ている。彼によれば，「農村の工業製品への購買力」は，

1924年の価格水準によって計算すれば， 1922/23年には

5億8000万～ 7億戦前ルーブル（大工場製品だけへの購

買力は4億～ 4｛意3000万戦前ルーブル）， 1923/24年には

6億5000万戦前］レーブル（大工場製品4億5000万～ 4億

9000万戦前ルーブル）であったという＇・注 25)。すなわち，

リトシェンコの戦前値20低7900万ルーブルを前提とすれ

ば， 1922/23年から1923/24年の時期には農民市場容量は

約3分の 1になっている，とコンドラチェフは計算した

のである。

リトシェンコの主張に対してこのような肯定的見解を

向けていたのはコンドラチェフのような非ボリシェヴィ

キ経済学者だけではなかった。

1923年の党内闘争，その背後にある「鋏状価格差」危

機を経る中で，党の中枢部に位置する人々がしだいにエ

業製品にとっての農民市場の問題に目を向けるようにな

ったことが重要である。 1924年1月に開催された第13回

党協議会において演墳に立ったルイ Clフ (A.Pb!KOB) 

は，工業合理化を強調するヒ゜ャタコフ (g.n町 aKOB)を
批判しつつ，次のように言った。

「すでに諸君に話したように，工業は昨年月ごとに

発展していった。それは農民市場より大きな容量をも

つ都市市場の基礎上で発展してきた。この容量は，労

働者・職員という主要な消費者，大紐の消費者の労賃

が商品Jレーブルで定められたこと，すなわち物価騰貴

とともにこの市場の購買力が自動的に上昇したこと，

これによって規定されている。このことのために価格

は上昇したのだし，またこの都市市場の基礎上でわが

国の工業が発展したのだった。

現在，都市市場の容量は尽きてしまった。商店には

数力月分の在庫があり， 1923年の末に達成された水準

に工業を維持しようとすれば，われわれは市場を拡大

しなくてはならない。もしわれわれが市場を拡大しな

いなら，工業の水準はもとに戻ってしまうにちがいな

い。したがって，農民市場の獲得は単に工業を拡大す

るためだけでなく，すでに到達した水準に工業を維持

研究ノート，--- 一

するためにも必要である」（注26)

「鋏状価格差」危機の教訓を生かして，党主流の人々

は左派の工業合理化論に対抗する自分たちの経済発展論

の中軸に，農民市場の拡大という明確な目的をすえた。

その後，このような党の方針は1925年12月の第14回党大

会の時期まで維持されたとみられる。ところで，党中枢

に位置しつつもっとも頻繁に，そしておそらくはもっと

も遅くまで農民市場の問題に言及したのはブハーリンで

ある。

プハーリンは， 1924年以来のプレオブラジェンスキー

との論争を通じて， 「社会主義的原始蓄積」を行なわな

くても，国内市場特に農村のそれを拡大するための諸政

策をとることによって国営工業の発展は可能であるとの

考えを同めていったが， 1925年に出版された『社会主義

への道』は彼のそのような考え方を全而的に展開させた

ものだった。

この著作はその第 1ページにまず「わが国においては

全経済の基礎は農業である」（注町）と宣言し，全編にわた

って，ソヴェト社会主義の発展にとっての工業と農業と

の結合 (CMblqKa)の重要性を強調している。たとえば計

画経済については， 「しかし，このような工業における

叶両経済；まただそれだけでなり立つものではない。なぜ

なら，わが国の工業はかなりの程度農民市場のために動

いているのであり，工業製品の泊費者はまず第1にわが

国の農民であるからだ。工業における計画を正確なもの

にしようとするなら，農民経済がどれほど泊費するかを

知ることが不可欠であり，どんな生産物をどれほど農

民経済が工業に要求するかを精確に見積る必要があ

る」（注28)とし，また農産物と工業製品との価格関係の問

題に言及して， 「したがってわが国の工業の発展は農民

経済に依存する。わが国の工業は農民の側からの支払い

能力が大きければ大きいほど急速に発展する」（注29)と主

張している。またヒ゜ャタコフ流の工業製品高価格高利潤

政策を批判して， 「この政策は国営工業と漿民的農業と

の某本的関係に対する無理解がなければ不可能であろ

う。それは必然的に，国営工業自身が農民市場の脆弱な

購買力に遭遇して短期間のうちにその発展を止めてしま

う，という結果をもたらすであろう。そのような政策に

よってしばらくの年月は農民経済を掘りくずしながら多

分かなり高い利潤がえられるであろう。しかしこの政策

：ま久しからずして残酷な報復を受けるであろう。国営工

業は必然的に販売市場を失うであろう。販売市場はその

ような条件下では激しく縮小するであろうからである。

7I 
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工業の一層の発展と不断の前進のかわりに，この工業

をはるかに後退させるような鋭い恐慌が訪れるだろ

う」（注30)と述べている。

このようにブハーリンの市場理論の核心は国営工業発

展の基礎としての農民市場の重視であった。彼が農民に

対して発した有名なスローガン「豊かになれ」もこのよ

うな脈絡の中で理解されるべきであろう（注31)。

リトシェンコの問題提起に端を発した農民市場の容量

問題は，プハーリンの市場理論にその間題意識がひきつ

がれたのである。

ではこのような問題意識はどのような現実的基盤をも

っていたのだろうか。そのことを解明するためには，ゎ

れわれもリトシェンコと同様に農民家計の実態に目を向

ける必要がある。

（注 1) Jasny, N., Soviet Economists of the 

Twenties, Names to be Remembered, Cambridge, 

Cambridge University Press, 1972年， 31,174ペー

（゚注2) 同上苔 196ページ。

（注3) リャシチ•こ・ノコ袴， 直井式夫訳『農業経済

学』 （下）白揚社 1938年 73ページ。また，「ネオ・

ナロードニキ」という言葉を作りだしたのもリトシェ

ソコであるといわれる (Solomon,S. G., The Soviet 

Agrarian Debate: A Controversy in Social Sci・

ence, 1923-1929, Boulder, Westview Press, 1977年，

244ページ，注66)。

（注4) 以上「組織＝生産学派」の主張内容はリャ

シチェンコ 前掲喜 71~78ページによる。

（注5) 「組織＝生産学派」と「クリッマン学派」

との論争についてはSolomon 前掲害にくわしく論じ

られている。

（注6) Schirkovitsch, J., "Ideengeschichte der 

Agrarwissenschaft in RuBland," Weltwirtschaftli・ 

ches Archiv.第27巻 1928年 121ページ。

（注7) JlHTO!IleHKO, JI. H., Kpecmb只HCKua

6/0aJfCem B 1922-23 way, モスクワ， 1923年 4 

~5ページ。

（注8) そもそも農民家計調在は， 「組織＝生産学

派」の人々が自らの業給どして最も誇りにしていたも

のてあった (Solomon rl1J掲，特 60ページ）。これに対

するリトシェンコの批判の焦点は「組織＝生産学派」

による農民家註調査が「農民経営の収益性」を顧慮し

ていない， という点にあった。 JlHTO!IleHKO, "0.n.Ha 

72 

113 3a只a'l6io,n:lKeTHblX HCCJie只OBaHHH（家計調査の

課図の一つ）’＇,BecmHuKcmamucmuKu,第4~7号

1919年4月～ 7月 53ページ。また同， “CTaTl!CTHKa

KpeCTbHHCKHX 6!0八lKeTOB（農民家計の統計学），’’Be・

cmHUK cmamucmuKu,第7~9号 1927年7月～ 9 

月 185ページ。

（注 9) Jll!TOWeHKO, " TipOMblllI⑱ HHOCTb Ii 

eMKOCTb ceJibCKOX03雌 CTBeHHoro pbIHKa（工業と

農業市場容蓋），” BecmHUK npoM印叩61lHOCmu,

mopzoB/lu u mpa1-tcnopma, 第 1号 1923年3月。

（注10) JlHTOIIIeHKO, }{ pecmb邸 CKUU 6100:JICem 

••….， 54~57ページ。なお以下ては，戦前価格による

物資の価額を00戦前ループルと表現する。たとえば

ある農民が 1923年にサラサ地を 10メートル買ったと

し，戦前期 (1913年）にサラサ地は 1メートル0.5ルー

プルだったとすると，彼は1923年に 5戦前ループル分

＇）サラチ地を買ったことになこ。 1923年以降発行され

てし •t：銀行券であるチェルヴォ不 ‘‘I ・ループルによる

現Tの価格との換算法はチェルポ不ソ・ループル＋全

迎邦知売物価指数＝戦前ル・ープル。全連邦卸売物価指

数;tucyぉよびゴスプラ ‘/.I）算定によるもので
あり，睾者は BHympe邸邸 Top206屈 Co(()3aCCP 

3a X/lem, (10年間のソ連邦国内商業），モスクワ，

1928年， 97ページの数字を利用した。

（注11) 同上書 57ページ。

（注12) CTpyM印IHH,c., " EMKOCTb ceJibCKoro 
pb!!!Ka（農村市場の容呈），’＇ 3KOHOM邸 ecKoeo6os-

p邸邸，第 1号， 1924年10月。

（注13) JlHTOWeHKO, Hpecm紐 HCKUU 6KJiJJICem 

......, 43ページ。

（注14) 農村内の商品流通の拡大は， クスクーリ製

品の流通拡大を随伴する。 これについては， 奥田央

前掲書 125~155ページを参照せよ。

（注15) JlHTOWeHKO, "KpeCTb只HCKOeX03雌 CTBO

H pbIHOK（農民経営と市場），’＇ 3/COHOMU'f.eCKOe06-

03peHue, 1925年5月 40ページ。

（注16) 同上論文 25~26ページ。

（出17) 同上論文 24~25ページ， 40ヘージ。

（注18) JlHTOWeHKO, E.1t1Cocmv Kpecmb邸 CKO20

pbiHKa（農民市場容量），壬スクウ＝レニングラード

1927年 8ページ。

・百 ecTbHHCKOe X03HiiCTBQ.. . .. .," 40 （注19) i7“Kp 

ページ。
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（注20) Schirkovitsch, 1)iJ掲，［向文 121-< —/。

(I主21) 現在ソ辿における I) 卜；／ニ:.,・'V),;j'./」Ii: ], 

コンドラチェフと同様に「プルン 1 ア内」 （．づより反

革命的）てある。 中ttryponcKaH,H. K., AzpapHbLe 

npo6Ae.Mbl B cooemcKOU aKO/iOM邸 ecKou.-zumepa-

mype 20-x zoiJoo (1920年代」，＇氾粁済幻恥→:,;じる

農業問題）， モスク，I, 1978年 25’ ヽ—/‘し； t; →； 92、、

ジ

゜
（注22) AHTporron, C., "3Hat.Je1me ropo,ll,CKOll 

rrpOMbllliJleHHOCTH a rrpo6JieMe eMKOCTH pbllll(a 

（市場容最問題における都市工業の意義），‘＇ Coi;ua必

ucmu'tecKoe xoaHucmoo,第 9~JO，・}192:-1年。

（注23) 加 pKOBH'I,YI., " EMKOCTL, po!IIKa H 

1(eHl!hl（市湯容凪と価格）， Cot{Ua.,iucmかtecKoexo・ 

3邸cm80，席 1 号 1924~「。

(IJ"24) AHTPOflOB, Hi；褐論文 201、ハ、一／。

（註25) Kott八paTbeB,"EMKOCTL,,1,epeneHCKOl'O 

pbIHKa中a6pm<aTOBn 1923-1924 r. (192:l/24年‘)

T場製品の農村市場容賊），＂ Coi;ua.zucmu11ecKoexo・ 

3只ucmBo,第3り 1924年 18:lペーシ

（注26) Tp邸aiJi;ama只 KO呼epe1-t1~uH poccuuじ

KOU KOM.MYHUCmu11eCKOU napmuu (コシア）し； •こ

第131111協議公） （6),壬スク，；， 1924年 86ぺし・シ；c 

(il:27) 6yxapmr, llymb K COlillll,lU3町 BPoccuu 

(PeaaKqu,t u ocmynume.,ibHaH cmam碩 Cu伽 u

Xaum.Mma) ニ "・コク OMaKpOH6yKc, 1967/1" 

247ペーン（大橋禎，沢『社会上義へJ.り）」`！ 改氾」仁又IIL 

1932年） 7 ° 

（江28) 119]」.，．↓，り 265~266ペーン（月5ぷ53~54ペー

ジ）。

(iL29) 1ifj I•“'if 273ペ・→ノ（邦芯7()ペーン〕n

(il:-10) 11り上占 275ぺ..ジ(}|;，沢74ペーン）。

（注31) S • J7・つ...エン．x,塩川仲明謁『フハーリ
ンとポリシェヴィキ＇「命』未来 n1979年 219~220 
rくー、

゜
rr 農民家計調査の分析

1. 農民家計胴査とは(ttl)

農民家計調査とは，央民家計に関するある 1作間の

「農家(,llBOP)ごとの柑叫調査記録」（ボカリコーフ [Bo・

KapeB]の定義）である。ロシアでは古くから農民家計調

在の伝統があったが，それが特別の統叶的調究として登

場したのは187()1f代の後半であったといわれる。革命後

研究ノート‘↓と↓＇↓―マ

は1919年にはやくも中央統計局 (UCY)家計統計部によ

，て農民家計調査が実施された。その後1920年代を通じ

て種々の機関によって農民家計調査が行なわれた。

且CY(/)他に，地方統計ビューロー(UCYとは無関係），

ロンア共和国農業人民委員部，農業経済学術研究所

lHHYlCX3)，県農業監理局，地域研究の諸団体，労働者

代表ノゲェトのいくつかの統計部，個々の研究者・研究

所ゲルやヽ＾プが農民家叶調査を実施した。しかし， 192(）年

代の農民家叶調査でもっとも基本的なものは UCYにヒ

るものである。

1920年代の UCYよる農民家汁調査は， 1919年から19

22年までの時期， 1923年から1926年までの時期， 1927年

から1929年までの時期の三つの時期に分けられるとい

われる。第 1期は トゥーラ農業統計ビューローの方法

を転用して実施されたもので，その調査対象は農民紆営

の消費的側面にも大きく向けられており，たとえば農民

が農村の各種集会に参加するのにどの程度の時間を費や

したかという統壮も掲載されていたという。第 1期には

1919年に583戸， 1921年に479戸， 1922年に 427戸から家

叶資料が収集された。 1923年からの第2期はリトシェン

:7 のイニシャ•チブのもとに家計調査が実施された時期で

あるc 、この期は，第 1期と比べて，格段に調査戸数も増

し，調杏内容も複雑化した。 1926年には派遣調査による

凋査戸数は 1万1000戸に達した。本稿が依拠するもこの

期の調在である。 1926年6月に UCY参与会の会議が開

催され， UCYの改組が議題にのぼり，それにともない

それまでの家計調査の方法も再検討された。その結呆19

27年からの調査はそれまでのものとはかなり趣を異にす

るものとなった。 1926年までの家叶調査網は解体され，

勧態センサスによって指名された群サンプル (rHe3,l¥O)

において調査が実施された。この期においては調査のt
限は農民経斉の「「上会一経済関係lの問題に移った。し

かし， 1929年に実施された調査が ucyに：tって実施さ

れた派遣調査の最後のものとなった。 1930年代にはいっ

て集団化が進むと，個々の農民家計を対象とする農民家

叶調査ぱその意味を失っていったからである。

1920年代における農民家叶資料の収集は，主に地方へ

派遣された熟菊統訃専門家が農民に直接面接して種々の

家汁項目について闇きとるという方法によって実施され

た。その時点における農民家計の状態と過去 1年間の農

家の活勁が農lとの記憶にもとづいて調在用紙 (6J!3HKb!)

に記載された。伺百にもわたる家計項目についてある程

度の精度をもって答えうるのは，自らの農業経営に熱心
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第 1図

(1) 

UCY股民家計調壺と1926勺ヤ／サスお

よび1924年iい出潤在におじるt'.［家分布

収人別分布

llCY,/見.'dl919-27;1-Y:紐，,;1一）のI：と家

'26年センサスび）牒家

置 tな4/（久(50％以 l9・〉を1:：、i’、う',‘,
＊ 

亡 i^ な収人150クG」9Jl）を’｛i業から

（出所） EoKapee, KpecThllHCKHe 61{)A)I{CThI 1920-X 

rO.l(OB H HeKOTOphIC BOIIpOCbl HXしkTO'lHHKOB・

et1.tiec1rnro aH邸 H3a(1920年代か良家ぷ汁とその

賓料分析の若干の問題）， BKH. HcmO'IHUKOBeiJe-

邸 eOmeitecmoeHHoa Hcmopuu, 1976,モスクワ

1977年 206ページJ)表よリ作成。

(2) 播種面積別分布
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グルーフ

（出所） （1)と同じ。 207ペ-ジの表よりft成。
（止） 底 C.は面積単位ブ／ャチーナ八ecnnrnaの略。

1几ec.は1.092ha.以下この略字を且用す。

な中・上層農だけであったろうから，こうした調査方法

は調査結果に定の偏向をもたらした。たとえば第 1図

にみられるように，収入構造でみても，播種面積ク汎Jレー

プでみても，農民家計調杏の対象とされた農家の分布は

センサス等における農家の分布と異なる（対象年もこと

なる。前者は1919~27年の総叶（注2))。

このようにして収集された家計調査資料は中央に集中
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されて，今日われわれが見ることのできる家計調査表

（.1eHTbl）に加工された（たとえば，本稿でも利用する中

央統計局報たる TpyiJbllJCYなどに見られる）。この表

は，各県ごとに播種面積の大きさによってグループ分け

され，各グループごとの当該家計項目の数量が記載され

た。

さて以下では， このようた農民家it調査資料のうち筆
者が利用しえたもの（全体からみればごく少ない）によ

りながら，当時の農民家計の構造を解明し，そこかちエ

党製品にとっての農民市場の容量を推計しよう。

なお以下では1922/23年， 1923/24年， 1924/25年， 19

25/26年の4カ年，とくに1923/24年と1924/25年の調査

について考察を加えるが，この各年の調査期間は当時の

ソ連の経済年度 (10月1日から翌年の 9月30日まで）と

は異なり， 4月 1Hから翌年の 3月31日までであるから

注意を要する(It3)。

2. 収入構造

農家は自家労働力および雇用労働力を用いて農産物を

生産し，それを自家消費分，種子用等を除いて，貨幣・

商品・労働力と交換に経営外へ送り出す。当時のソヴェ

ト統計ではこの量は「総搬出」 (BaJJOBOeOT'IY)I(JJ,em1e) 

といわれる。総生産高から経常支出を差し引いたものを

「条件的純所得J(yCJJOBHO・'IHCTbIH.lloxo.ll）という（「条

件的」という意味は固定資本の減価償却分を差引いてい

ないからであろ）。また「総搬出」を総生産高で除した

ものを「総商品化率．！ （Ba.1IOB3ll T0B3pHOCTb)という。し

かし農家も農産物を貨幣・商品・労働力と交換に入手す

ることがある。この最を「総搬出」から差し引いたものが

「純搬出」 (1lHCTOe0匹 YiK邸 HHe)である。 「純搬出」を

総生産高で除したものは「純商品化率」（咽CTal1TOBapH-

OCTb)である。第 1表はこのうちー経営当たりの「純搬

出」を示したものである。北カフカス地方（第 1表の（注）

参照）を除くすべての地域で， 2デシャチーナ（以下単

に .nee. と略す。第 1図の（注参照）以下層は，搬出する

農産物より人下する農産物の方が多い。すなわち「純搬

出」および「純商品化率」はマイナスである。しかし，

上層農の「純搬出」は下層農のマイナスを補ってあまり

'もる。とくに中央農業地方，北カフカス地方，左限ウク

ライナ地方などの上層農の「純搬出1が非常に多い。こ

の地方が「穀倉」であるゆえんである。ところでこの

「純搬出」と「総搬出」との差は何を意味するのだろう

か。これは定義上あきらかなように，農村内において交

換される農産物を窓味する。逆からみればそれはその農
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--- 地プ―
←・・．．．．．ー ・・ー ・・ ・ヽ ・ • - • .......,• .．．．．．．．． • • • ・ • 9.．．．.. 

中央
播種 ＼、0~、 北部北西部 I 酉部白いシア，中央股業ウラル

面積グルーフ I工業

こ2.OO;ec．一五．7-□ -`―-2  3 二，1.4二i-5,11―--2:.8
2.01~ 4.00 "十14.~i +11.z: +10.61 +1<1.11 +::1,.9; +14.21 +2.1 
4.01~ 6.00 "十60.5+10.5 卜45.71 + 18.91 + 100. 71 +29.81 +:n.o 
6.01~ 8.00，！十3＆o+76.2 +85.0 +7&l +166.9 +812l +39.3 
s.01~16.00 " / +60.01+131.01+2os.11+no.11 +2:l9.8/ +1:n.01 +117 
16.01~ I ・1 -j+l76.8十□12.71

I +423.11 +257.9 ーー・~ __ j_.. ・1 _j+l76.—-• - ・-- i +~-~1_+_:57-~j- ~ ・・・・・・・・・. ·•• ;-... .→一

全平 YJ I +2.91 -16.s1 +7.91 +36.31 +59.Gi +37.61 +2s.4I +13.2I +145.ol +4o.sl +68.7 -．--... -.——· --------- •一· -• •一 I ＿ー・l_-21. ~=~~1~~8~ 
（出所） E/01111eme11b llCY 第115号， 1926勾 1月1511,64~71ページ。

（仕） 以下では主に「地方 (paiioH)」別の北；．城区分を i」';.，う。 「坦力」とは， 4(i？前から使用されてきた経済地

理学上の地域区分てあり， fiμ灯 としての「県 (ry6epHHll)」とその内にいくクか含む。たとえは「中央農染

地方」はトゥーラ， リャサ9./，クンボフ，オリョール， クルスク，ヴォロネシュの各県を含む。なお，ふつう

ロシア共和国に閃して心農花物生産地術'/l'i'i'.t地帯 Lt,:次のよ］こ区分する。

「生 I．を地舟」．．—-中央農業， ヴ・!・）しカ・｝，・,,ゥ， )i'/、シ i'-・ ル共和届， ウォルガ， ヴォルカ、下流域の各

地）j。
「消費地悧」ー一オ極北部，北部，北西部，内部，中央工業U)各地方。

第 1表. 1糸臼常‘りたり 「純搬出」 1923/24年
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第 4表 「呂業）所得」む比率の推移（％）

―̀ 
‘”  

地 ）jこ播稀 ミ～‘-
北部1) 中央工業1) 白 F シフ．， 2) 中央農業 ウラルI) ヴォルガ2)

面稜グルーフ ～`＼、 年‘→-、一
‘”””‘  ― ― し ~ ししし●しし ｀ ` 冒冒ヽ— - ~ ~ ~ - • ← ▼ー・

1922123 I 24.2 : 23.4 I I 30.6° I •> I 19.s 
~ 2.00八ec.

I) 

1923/24 I 37.1 i 54.8 I 29.4 I 49.3 I 57.8 I 45.6 I 32.0 
1924/25 I I I 43.9 I I 55.4 I I 47.0 
1925/26 I I I 47.1 I I 57.o I I 64.8 

一、 て 一 ←'- マー一~一會 •—— → --―雪 マ

2.01~ 4,()() H 

4.01~ 6,00 II 

1922/23 I 12.5 I 17.5 I I 40.6 I I 10.s 
1923/24 I 22.6 I 36.5 I 10.3 I 25.7 I 47.5 I 28.7 I 20.4 
1924/25 I I I 28.9 I I 42.4 I I 28.4 
1925/26 I I I 31.4 I I 49.7 I I 35.9 
-ヽ・- ｀雪‘~~ ~ ~ t 』 冒冒ヽ→て、

1922123 I rn.3 I 9.7 I I 11.1 I I 14.s 
1923/24 I 8.9 I 28.7 I 5.8 I 23.3 I 38.2 I 25.1 I 21.4 
1924/25 i I I 25.8 I I 33.9 
1925/26 i | 25. 9 47.5 ]開

1-,M~/0~ T-、 1 一•,,．．．-- 9 - - ← 

, 1922/23 I 1.J I 10.2 I I 27.3 I I 8.8 
6.01~ 8.00 11 I 1923/24 I 1s.o I 23.4 I 8.4 I 16.0 I 27.7 I 16.7 I 25.9 1924/25 I I I 15.5 I I 41.0 I I 26.9 

1925/26 1 23. 0 40. 3 44.o 
＇’V V ●し• -

1922/23 I - I 10.0 I I 9.9 I I 7.7 
8.01~16.00 11 I 1923/24 I 16.0 I 10.3 I 1.0 I 15.4 I 22.6 I 21.5 I 10.3 1924/25 I I I 14.4 I I 29.2 I I 20.3 

I 1925';26 I I ! 9.2 I I 39.5 I I 22.9 

16.00~ 

'-―▼  ~し―---......... ~·c-··. -----i--........ 
1922/2:i I - I - ,  13.8 
1923/24 - 29.4 4.0 17.4 □ 4.4 
1924/25 I,  I I 12.3 I I 12.0 
1925/26 | 29.7 | 8.6 

＾ →會→ 9 - - ~ ~ ~ v.．．．．．．．．．．』、、

1922/23 17.7! 16.2 20.3 14.9 1 

全 平灼
1923/24 I 28.1 1 :i9.1 I 10.6 I 23.8 I 38.9 I 2s.1 I 1~.o 
1924/25 I • I 25.1 I I 38.6 I I 26.1 
1925/26 I I 2s.1 I I 46.o I I 30.2 

→”””←  9 9 ヽ←←—▲—今~ ~ v v V V 9 V 9 9 9 9 9 9 9 9 9 ̀  

（出所） 1) Tpy如 ll,C.Y, 第31巻の各項目より叶買。ここでは「条件的純所得」中の「営業所得」の比率。
2) CmamucmuttecKull cnpaoo紐邸 CCCP1927, 146~155ページの表より計算。 ここでは農家全
貨幣所得中（］）「営業所得」の比率c

産物と交換されるべき（貨幣を介してか直接にか）他の 出」の対価がすべて都市工業製品に向かうわけではな

農産物か工業製品か労働力かの動きの大きさを示す。農 い。しかし，その量はそれほど多いとぱ考えられないし，

産物と交換されているならそれは，搬出した農産物と同 またクスターリ自身が原材料•生産手段等を都市から入
ーの農産物をただちに取り戻すような取引の存在か農業 手する面もあることを考慮するなら， 「純搬出」され

生産の専門化を，また工業製品と交換されているなちそ た農産物と都市工業製品との交換が，農村と都市との物

れは農村における小工業・クスターリ手工業の発展を， 音交換のどつの基本構造をなすと考えてよかア）う。した

さらに労働力と交換されているなら農村内の階級分化の がって，もし農家の収入が農産物の搬出だけからしかえ

進展を意味するだろう。また「純搬出」は農家の農産物 られないとすれば， 「純搬出」の少ない北西部地方や中

買い戻し（取り戻し）分を「総搬出」から差し引いた量 央工業地方の農家の都市工業製品に対する需要は小さv
であるから，その農村全体の総計が意味するのは純粋に 可能性がある。

農村から都市へ送られる農産物の流れであり，その裏面 しかし，農家収入は農産物の搬出だけからえられるの

にある都市から農村へのl門稔製品の流れである。もちろ でiまない。農民は， I］、L業者・クスターリや他の農家に

ん，農産物の都市への販売代金で農村のクスターリ手エ 雇用されて労賃・物資をえたり，自らなんらかの小工業

業製品を購入する，という経路も存在するから， 「純搬 製品を作って交換に付すからである。 「純搬出」のマイ

76 



1981090079.TIF

研究ノート-.-．.。^し

第 5表農 1ff:物搬出り対価（％）
．，． 

•. i 1922/23LJ ! 1923/24"' 
区1）1J ：一・.．．ー・・ • , • --• , ・ • • •一.....一ー・

地域 貨幣商品貨幣 i商品労•「---．- I --＇ 
北 ヴォログダ 43.6 ! 56.4 22.3 I 57.1 
部 北ドヴィンスク 31.7 1 68. 3 、 31. 5 5l. 3 

ー、、

冑 レニンダラート 1 

I ―•丁---- ` •-,---· 

i 65. 3 19. 3 

部
ノヴゴーロト I 47.7 I 35.4 

...一・．．― - -・一・→― • • - -•一―- •, ＿, ～ー・ • - -

iJI•i 白い、ンア共和国 28.4 I so.9 20.1 
部 スモレソスク 53. 0 27. 7 19. 3 

．→一— .，  

モスク '7 95.s : 1.2 89.2 I 1.6 I 9.2 94.3 
ヴラジーミル 80.7 19.3 72.5 I 8.1 I 19.4 83.5 
コストロマ 73.2 ! 26.8 56.8 I 21.4 I 21.8 80.6 
イヴァノウォ＝
ヴァズネ七‘ノスク 1i so.o i 20.0 s9.s I 21.8 I 1s.4 79.'.l 

ニジ．E ゴーロト i 27. 0, 63. 0 49. 5 31. 5 19. （） 75. 3 
I、ヴコ．・・リ : 75.3 I 24.7 68.8 I 12.5 I 18.7 90.9 
ャロスラウリ 62.5 : 37.5 7J.8 I 8.6 I 17.6 83.1 

叫•一 j '-• • •・・ '- ヽ99 9, ． •-

央 、ウーラ 63. 0 | 37. 0 54. 6 25. 4 20.0 74, 3 11. 1 

農
リヤザン 85.7 I 111.3 52.4 I 27.:l I 20.'.l 76.:l 9.2 

業 ヴォロ不シこ， 48.9 | 51. 1 32 5 38.2 : 26.6 57.8 24.0 

地
（ヘンザ）＊ 21.2 I 75.8 23.1 I 56.l 20、8, 5(）．6 26.4 

方
ォ IJ っール! 37.0 I 6:l.O 53.0 ! 26.0 21.0 i 73.3' 7.0 

ヽ 99 9 9 9 9 9 9 ,.  

ウラル地方 46.8 I 53.2 65.5 I :!4.5 
ー·—· • . i I 

ヴ7・サマラ 55. 8 1 28. 4 15. 8 68. 1 14.7 17. 3 
ォ蒲サラ I、フ 45.8. 35.o 19.2 I 73.6 9.9 I 16.5 

;l•""·j 1~--.--- ------...----
ガ城 100% 1（沿％ 1a)% 

........ .. 

（出所） 1) Tpyau llC.Y，第31巻〇各41かり 31'fii:。‘:1し，｝「労衝」を対価どする交換に関する賓料を含んてい
なし兄，

2) Becm1tuK cf!邸 aHCOB,第 2¥」 1926；ト
＊普通ヘンザ県はヴォルガ地方に合まれる。
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47~48ヘーノ'o

ナスはこのことによって補われる。これは「歯業〈npoM・

blC叫 l)所得」 （労貨およびクスターリ製品販売による所

得）と呼ばれる。第2表は 1923/21年におけるこの値を

示している。小播種面積グループは，農産物の搬出は少

ないかわりに「営業所得」は裔く，それによって家』を

維持していることがわかる。また全播稲面積グループを

通じた水準をみると， 「営業所得」は工業地帯（中央エ

業地方，北西部地方）ほど高く，純農裳地帯（ヴォルガ

地方，左岸ウクライナ地方）ほど低いことがわかる。

このようにして，農産物の「純搬出」の少ない F昂製

民や工業中心地の農民も「営業所得」をえることに上一

て，都市工業製品への需要源としての意味を失っていな

い。

いま， 「純搬1.ti」の対価と「賞業所得」との合』を都

市工業製品への需要を形成する可能性のある所得と拷え

よう。その計算を行なった結果が第3表である。全播種

面禎グループ平均の額が地域的にはほぼ平準化している

ことに気パく。 「純搬出1の少ない地域はその分「営業

所得」が多く，逆は逆であるという傾向がみられるので

ある。しかし，農家の大部分を占める（この点について

は後述） 4,.'lec．以下層をみると地域的に大きなばらつき

があることがわかる。とくにそれは「営業所得」額の差

が合計額の差となってあられているようである。この

［信業所得」の1922/23年から1925/26年にかけての動き

を別の資Hからみると第4表のようになる。一見して明

らかなようにほとんどの地域で，ほとんどの播種面積グ

ループを通じて，年をおって農民所得中に占める「党業

所得 1の比率が上昇していろ。 1923/24年には低水準だ

った中央農業地方低播橘層の「純搬出」の対価＋「営業

所得」の額も，この「岱業所得」の比率の上昇のために，
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第2即 播箭面軟別一粍党廿たり「貨幣的収入」
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（出所） Tpyabl lICy, ；iり1：：合，り各孔｝； I),;I粽，
(IL) 16.01.n:ec.以上げ：i, あt、ビ↓こ；；；:,］打数力，少八 I，ヽ，'),,そ，/)I直i:jし図示 1ばし、0

年々増加していったことが予想される。このことば，部

市工業製品の販売にとって大きな意味をもつだろう。し

かしこの「純搬出」の対frlli+「常党所得」の全額が都市

工業製品の購買に向かうとは限らない。農民の所得がす

べて貨棺でえられるわけではないからである。

農村が者1iliエ棠製品の市場となるためには， 11乃民の役
幣による物財の購人が一般化することが前提である。し

かし世界大戦がら1f，：命・内戦へという過程ですさ主じ＼、

インフレーシコンを経験し直4)，貨幣制度その1，のがは

とんど崩坂の危機に瀕したソ連では，ネソフ＃入後も頁

幣はなかなか農民に受け入れられなかダ“［た。このこと

78 

は，裳村が都市工業製品の市場として発展することに対

する大きな障方となっていた。第 5表は，農家が自己の

農産物を経営外へ搬出する際に何を対価として受け取っ

たかの百分比を示したものである，貨幣を対価とする搬

出どは貨柁を受け取って農産物を花ったことを窓味し，

商品を対価とする搬出とは物々交換を窓味し，労働を，tt
価とする搬出とは現物（農産物）支給で労働力を他から

耀用したことを應昧する。まず 1922/23年においては貨

幣奸価の搬：II比率が地域に！：って大きくばら＇』）し、て 9ヽ

る。モスクワ県の95.8％からペンザ県の24.2%まで種々

雑多である。特にペンザ，オリヨール，ヴロネシュなど
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第6表搬出中に占める物々交換；謡・孤面積別（％）
．．．．．．． ⇒ —- -----

播種 年 1922/23° I 1923/241'I 1924/252) 
面稼グループ

．～ ・ ・ ・ •..· • •一...

~ 2.00八ec.I 30.2 I 36.1 I 17.5 
2.01~ 4.00 " I 39.4 38.5 I 15.6 
4.01~ 6.00 " I 41.3 i 38.3 l 15.5 
6.01~ 8.00 " I 51.5 1 33.8 I 14.4 
8.01~16.00 11 I 51.1 I 38.8, 12.5 
16.01~ I 38.4 I 27.7 i 10.1 
..、 9•---~------
（出所） l) Tpy如 llCY,弟31なの各出より，，十算。

2) Cmamucmu'leCKUU cnpaBO'tHUK, 

CCCP 1927 136ページ，．＇） ｝； ； r "l算。

の農業地帯の比率がかなり低いことは注目に値する。こ

れは，それらの地域で都市工業製品需要が低いことを慈

味する。農村のバザールでクスターリ手工業製品が物々

交換で入手されたり，粉祝所で穀物粒が粉と交換された

りする可能性が高いからである。 1923/21年になっても

事態にそれほど変化はみられなかったが，1921/25年にな

ると地域別のばらつきは平準化する。貨幣対価の比率も

全体として大きく上昇する。 1924年の幣制改革の終了，

安定通貨＝チェルヴォネツの定着がこの過程を促進した

ことはあきらかである（注5)。

次に播種面積グループ別に物々交換の比率をみると第

6表のようになる。 1922/23年には，全ゲループを通じ

てその比率は高水準にあるが，とくに大播種面積グルー

プの方が高い。しかし， 1923/24年になると大播種面積

グループの比率が低下して全体の水準を下げ， 1924/25

年には全播種面梢グループに貨幣対価の交換がひろがっ

ていく。

ネップ淋人後，ごく 人部の工業中心地にしか浸透して

研究ノート｀ ↑ V -．,  

いなかった農民の貨幣による売買が貨幣制度の整備が進

むにつれて農業地帯にも広まっていった。播種面積グ］レ

ープ別にみた場合も，すべてのグループに急速に貨幣が

浸透していった。

ここでやや大胆な計算をしてみよう。 「総搬出」＋「営

業所得」に貨幣対価の交換比率を乗じて，それを都市上

業製品への需要を形成する可能性をもつ収入と考えるの

である。これをかりに「貨幣的収入」と名づけよう（こ

の数字自体に実体的な意味はない。所得額と貨幣的交換

率との増大にともなって上昇する一つの抽象的な指標で

ある）。第2図は四つの地域について播種面積別にこの

愉を計算した結果を図示したものである。この図からわ

かることは第 1に，全体の水準が1922/23年から1923/24

年にかけてかなり上昇したことである。このことは，

1922/23年から1923/24年にかげて農民の都市工業製品購

入の可能性がかなり高まったことを意味する。しかし第

2に，播種面積4八ec．以下層の「貨幣的収入」はそれ以

上の層と比較してかなり低いことが目につく。ところで

この4;a.ec．以下層は 1924年春の抽出調査資料によれば，

中央工業地方で全農家中の85.7%（無播種層を除く），

中央農業地方で73.1％を占めていた汎6)。このような王

倒的部分において都市工業品購入の可能性が低いとすれ

ば，それは「市場容枯」の問題に大きな影を投げかける

ものといえよう。が，この小播種面積グループの「貨幣

的以入」の停寓がそのままその後も続いたわけではな

い。前述の1924/25年における小播種面積グループの「営

業所得」の増大，貨幣による交換の浸透は小播種面積ク｀

Jレープの「貨幣的収入」の増大を予想させるからである。

1922/23年， 192:¥/24年と同一陥準で「貨幣的収入」を叶

麻しうる資料を 1924/25年以降については入手できなが

第 7 表 l 経常 ‘1/1 たり現金所~得

（単位：チェルウォネツ・ループル）

～～ 地方1 北 部―]□；一？四菜 ，―ォルガ―『l ロシ 7

播種 年―|- 1 i 1 --•一V - I - I 丁―--- - 1 

面梢グルーフ
•三 1923/24;1924/25l1925/2G.1923/24)924/W1925/26;1923/24:1924/25il925/261923/24l1924/25:1925/26

- ---- --| ~-「 i- ---1 /-「---［ _ I 」「―----1 1 

~ 2.00.llec. 74.21 185.6, 254.31 126.31 169.4'1 254.31 82.71 115.31 317.7 40.71 77.71 172.1 
2.01~ 4.00 " ; 72.81 231.51 287.81 91.91 168.91 253.8'93.81 171.71 301.0 57.51 114.ll 205.7 
4.01~ 6,00 II 74.9, 189.51 292.2 121.21 198.41 340.01 119.11 175.41 313.2 91.2: 165.71 284.5 
6.01~ 8.0(） 1/1 71.7 216.6 269.5 178.8 253. 2 384.31 110. 2 236.8 434.9 118.0 246.8 378.7 
8.01~ 16.00 1/ 155.0 474.61 53(）．9 209.2i 341.7 545.2 216.9 272.7 498.5 165.5~ 328ぶ 431.4
16. 01 ~ •`` ｀會ー1 →“  289.81 639. 1 1, 141.11 332.91 404.71,083.5 

・-・・・・・・・・・ー、...、、、、、、 、一 1 - ]• C ・ 1
令．平均 73.81 208.91 211.0: 129_9I 211.11333.91121.8: 201.sj 407.71 69.61147.11 258.6 2_9j. 2n~7L_333. 91_227. 8: :~2.-i 407.J ――-----

（出所） Cmamucmu'tec,cuu cnpaBo暉邸 CCCP1927, 146~155ペーシ。

(/1) 1925/26年については他の年と揺種針積グループ i9区分がやや異なるが焦視する。
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第9表 1好賃暫だり仝工業製品購入額 (1924/25~1925/26年）
（単位：チェ Iレ，グオネッ・ループJi)

一←して、-- ------、 ア、•地力'i：北 部 叶I l赳農業 ヴォルガ 白ロシア

年-----―-｝ | —· - -- --- ＿、:I ,-;:-:,:-,-;.-:_:--――一、~;ヽヽ 一、;
1924/25 I 1925/26 I 1924/25 I 1925/26 I 1924/25 I 1925/26 I 1924/25 I 1925/26 

ヽヽ ー -----・一
67.6 I 9:-i.:1 I 56.7 I 96.4 I 49.7 I 97.5 32.5 I 84.1 
89.3 I 127 .~ I 58.7 I 101.7 I 61.0 I 115.6 48.2 I 9<).4 
69.7 I 131.0 I 70.6 I 133.6 I 58.8 I 125.3 1 73.8 I 123.5 
97.2 I 135.,l I 83.9 I 166.8 I 83.6 I 171.3 I 125.1 I 182.9 
167.o I 260. 7 I 117.2 I 219.8 I 97.o I 229.6 I 154.8 I 198.4 

~ I 189.3 I 543.4 I 159.7 I 475.5 I -
―|ー-----―9 -―-----

78.6 115.5 72.7 134.7 | 74.9 | 1向．8 65.9 | 116.5 灼

（出所） CmamucmuitecKuu cnpaBo'lHUJC CCCP 1927, 140~145ペーシ。

ったので明確な指摘はなしえないが，第7長のような断

片的な数字からこのことがうかがい知れる。第7表は現

実の農家の現金所得をチェルヴォネツ・ 1いープルで表示

してあるので，第2図と比較検討することはできない

が， 1923/24年から1924/25年へ， 1924/25年から1925/26

年への現金所得の増大は爆発的である。

以卜．の考察から結論でぎることは， 1922/23年から19

25/26年にかけて農民の都市工業製品賠入の可能性は急

速に高まっていったということである。

3. 工業製品の入手

(1) 」．：業製品の入手額

では実際には彼らはどのような工業製品ととの程度人

手したのだろうか（以下の叙述では，貨幣のみの入手

を「購入」と表現する）。筆者の利用しえた資料からで

は，統一的基準にもとづいて都市工業製品入手額とクス

ター！）1二党製品入手額どを明確に区別する-ーとができな

いので，ます全工業製品に1i］する数字をぷそり。第8表
は1923/24年の一経営当たりの全工業製品入手額，第9

表は1924/25年および1925/26年の農家一経営当たりの全

工業製品購入額である。まず1923/24年からみていこう。

地城別構造で五ても，播種面種グループ別構造でみても

第3表すなわち「純搬出」＋「営業所得」の額との相似

性はあきらかである。しかしやや詳しくみると異なる点

もある。たとえば中央工業地方と中央農業地方とを比較

すると，全揺種面積平均で， 「純搬出」＋「営業所得」

は的 l対0.7であるのに，全工業製品入手額は約 1対0.6

である。すなわち中央農業地方の農民は，中央工業地方

の農民と比べて，その「所得」に応じた量の工業製品を

入手していないのである。これは主に貨幣による交換の

浸透度の差によるものと思われる。この点を北部地方，

ウラル地方，中央工業地方，中央農業地方の四地域につ

いて詳しくみよう。第 3図はこの四地域の播種面積グル

ープ別工業製品入手額を1922/23年と1923/24年について

図示したものであろ。第 2図の「貨幣的収入」(!)形状と

はぽ一致していらすなわち 1貨幣的収入」が多ければ

工業製品の入手は多く，少なければ少ない。 1922/23年

Bo 
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第 3図 t業製品一経営五たり入手額
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（出所） 第2図に同じ。
(iL) 16 Aec．以上料は，あまり；：調査数か少ない

2 01ュec.4 0llet. 6. 0139H‘. 8. 011t 1• 16.01且ec
i i ¥ i i 
2.00.ier. 4.00.iec. 6 00.1rr. B.001ec. l6.00.,rc 

ceそ］）値ば図がしない。

から 1923/24年にかけて「貨幣的収入」が増加した分だ

け工業製品の入手も増加している。とくに，中央農業地

方の仕ec．以下層の「貨幣的収入」の停滞がそのままエ

業製品入手額停滞に反映していることは，工業製品の需

要を増加させるためにはこの層の「貨幣的収入」を増加

させることが大きな意味をもつことを示している。 1924

/25年および1925/26年はどうか（第 9表）。ここでは，て一

経営当たり現金所得の額（第7表）と比較対照するのが

興味深い。現金所得が大きい地域ほど工業製品購入額が

大きく，また年かおって現金所得が増大するのに応じて

工業製品購入額も増大していることが明瞭にみてとれ

る。以上のように農民の工業製品購入額の多寡は，その

現金所得（あるいは「貨幣的収入」）の多寡との相関性

がかなり高い。そして1924/25年から1925/26年にかけて

現金所得の増大を背最としてどの地域でも農民の工業製

品購入額は大幅に増大したのである。

{2) 工業製品の内容

しかし，工業製品といってもその内容は種々雑多であ

る。牒民がどのような工業製品を入手するかを明らかに

しなければ，市場問題の本質に接近できない。

まず農民の工業製品入手額中の経営的支出と個人消費

との比率をみ上う。第10表によると，経営的支出の比率

は5分の 1から 3分の 1で，年をおって少しずつ上昇し

ているとみてよい。両者の関係を中央工業地方と中央農

8I 
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第10表 農家の支出内訳（％）
...........、、.｀ ..  ～...．..、 C、-. ヽ一

ミ～～～ 年
＼＼  ‘‘ヽ>------ 1・1 1922/23° I 1923/241': 1924/252' 
内瞑～ — 、..

地方 ＼＼  
経営的個人経営的個人経党的個人

-- ．____:へ～支廿＼Jf墳支出Ii肖牝 1衷ー出I}庄酉
北祁 19.l| 80. 9 22. 6 1 77. 4 26.61 73. 4 
北西部 ' 28.71 71.3 

中央エ熟 13.21s6.8_ 15.8 84.zi 31.~1 !>8.! 
西部
白ロシア

| | 26.5 73.5 
22.91 77.1 

中央農棠 25.2)74.81 25.41 74.6 27.0I 73.0 
ウラル 36.2]63.91 37.11 62.9 33.9 66.1 
ヴォルガ下流域 23.5, 76.5 
右岸ウクライナ 23.41 76.6 
左岸ウクライナ I 26.7 73.3 

、・・・-・・・・・・・・

（出所） 1) 第2図に同じ。

2) EIOJlJlemeHb ucy 第 115り， 1926
年 84~105ページから計算。

（注） 1922/23年および1923/24年については，貨柩

的交換以外による入Fを含み， 1924/25年につい

ては貨幣的交換による人［たけり数丘したかっ

て1924/25年の個人消費は非貨幣的交換の分も合

めれば，やや比率が上昇すろであろう。非貨脆的

交換によ，て入手さ訊る 1̀：策製品ti11,1人li'lt1財の

方が多いてあろうからである。

業地方とについて詳しくみると第11表のようになる。全

体として大播種面積層ほど経営的支出の比率が高いこと

がわかる。しかし，中央農業地方の全平均をみると，そ

の経営的支出の水準が停滞していることに気づく。農産

物生産地帯の農家経営が強化されて，農具・建設賽材へ

の需要が増していけば，工業製品にとっての農民市場は

かなり拡大すると考えられるが，少なくとも1924年ごろ

までは，そのような発展はみちれなか？たようである。

個別の工業製品はどうか。ここでは個人消費lnHの代

表として衣t}品を，経営的支出項Hの代表として農具を

とりあげよう。

第12表は， 1922/23年から1925/26年までの繊維製品入

手額 (1経営当たり）を地方別・播種面積別に示したも

のである。 1922/23~1923/24年と1924/25~1925/26年と

は貨幣単位が異なるので単純な比較はできないが， 1924

/25~ 1925/26年には 1戦前ループル＝2.0チェルヴォネ

ツ・＇レーブル前後と考えてよいから， それで換算すれ

ば， 1925/26年までのおおよその傾向を知ることができ

る。大播種面積グルーフ＇ほど多額を繊維製品入手のため

に費やす（大播種面積層ほど家族数が多いから当然であ

る）という構造はそのまま残しながら，全体の水準は急

速に上昇している。また地域的なばらつきも大きい。全

ソ連をおおう資料でないので確言できないが，工業中心

地はど繊維製品入手額は大きいとみてよかろう。

ところで，ここに示された数字は戦前と比較してどの

程度の額なのたろうか。 1924/25年の中央農業地｝jにお

ける全グループ平均16.3チェルヴォネソ・）レープル（第

12表）というのを例にとろう。当時サラサ地は 1メート

ル当たりほぼ54コペイカ（小完価格）であっだit7)。股

家がその繊維製品購入費をすべてサラサ地の購入に充て

たとすると16,3+0,51 CCC 30.2メートルのサラサ地が購入

できることになる。家計調査を受けた中央農業地方の農

家 1戸当たりの家族数は当時5.6人であったから(it8), 

このサラサ購入址は 1人当たりに換算すると 5.4メート

ルになる。ところである論者によれば，戦前においてロ

シア人；ま 1人当たり年間21メートルの木棉地を購人して

第11表播種面栢 1JIl支 ili内，↓r、'. (%) 
~ ~ ~ 

•一

中央工業地方 1 中，赳農業地方
．． ...... - --........』 ...... 

1922/231) 1923/24!） 1924/252) 1 1922/231) I 1923/・‘241) 1924/25 

注麟I仙汀屈疇涵天年）lい、経営的個入経営的 1個仄経謡層入―
支 II□塵特支出Jifi iし支 il:1消 費1支出消費支出 I消費支出泊牧

~ 2.00.!lee.'12.0 I 88.0 I 13.4 I 86.6 I •- I - I 13.6 I 86.4 I 15.1 I 84.9 I 23.3 1 76.7 
. | - - —-/ 1 . `- I 1 一 ， •・・・・一 — --- -•~ -• - -

2. 01~ 4. 00,, 13.3 86. 7 14.4 85. 6, ～- I - 24.7 75. 3 1 24.8 65. 2 24. 7 75. 3 
4.01~ 6.()() ，,12.1 I 87.:-i I 21.2, 78.8•一 i 、,16.7 83.:¥ I 21.9 i 78.l I 26.6 [ 73.4 
6.01~ 8.00 " I 28.9 I 71.l I 17.8 I 82.2 1...... I ・ ・ 22.7 77.:¥ i 27.6. 72.4 ! 28.8 I 71.2 

8.01~16.00I, 9.91 90. 1 29.7 70.3 | - I - 41.0 59.0 33.0 67.0 27.6 72.4 
16.01 ~ - - | 8.7 91.3 - - | 44.5 | 55.5 50.0 50.0 1 42.5 | 57. 5 
-“「― VT ― l―'- -
全乎灼 13.2 86.815.8 | 84.2 | I ・ I ・'25.2: 74.8'25.4 I 74.6 

・ ~ ~ 

（出）りi) I) ？]り 2¥¥<Ii: ldJじ。

2) Cmamucm仰 CCKUUcnpaBO'l邸 I(CCCI'1927 ],llペー /9の表）、ヤJat箕。

（注） 第10表と同じ。
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第12表 1経営％たり繊維製品入f額
（単位： 1) 戦前Iしーブル
2） チェルヴォネツ・ループル）

• ・ ・ ・ • • ・ → •、,-

地方播種＼ ＼、、 年1922/1923/ 11924/ 1925/ 

面栢クゃ）レーフ ― 

23" 241)1 252'1 262' 
..．．- - t,  I ｀ `喩””̀”’̀｀ • • •.．．．．．．．、1- -• ・ • ・ ・ • ・ ・ ・ • 

北部I ~ 2.00)ICC, i 2.3 1 3.6 1(13.lll (16.9) 
2.01~ 4.00 11 ! 4,0 I 6,0,(21.8)1 (27.:1) 
4.01~ 6.00 11 i 7.2 I 13.1 1(16.9)1 (33.1) 
6.01~ s.oo 11 ¥ 3.4 I 2.3 1(29.6)1 (36.2) 
8.01~}6.00 II ― 10.9 1(44.5)1 (50.4) 
16.01~ I - I -
仝平均 3.3I 5.1 1(17.8)1 (24.2) 
．・ • •.....· •一・· •... , 

ウラル ～ 2.00八ec.1 1.11 5.0 
2.01~ 4.00 11 I 1.4 I 4.1 
4.01~ 6.00 11 I 2.6 I 5.3 
6.01~ 8.00 11 i :l.6 i 8.0 
8.01~16.00 11 i 4.3 i 10.8 
16. 01 ~ - 17.6 
i 全平均 1.9i 6.0 

• ~ • -- • • •ー· ．̀̀’”̀’̀”̀ `”” 

中 央 ～ 2.00,llCC. 7.6, 9.:l 
工党 2.01~4.00 11, 9.0 I 13.2 
4.01~ 6.00 11 I 9.5 I 25.5 
6.01~ 8.00 11 I 14.3 I 25.9 1 
8.01~16.00 11 I 18.5 I 16.1 
i 16.01~ I - I 21.8 
i全平均!9.2 113.5 

｀＇’'’,．、．，ヽ....

中央 ～ 2．00 Aec. 2.9 4.9 : （11.4) | (22. 1) 
製業 2.01~4.00 11 I 2.9 I 4.9 i(l2.4)1 (24.1) 
i 4.01~ 6.00 11 I 3.2 I 7.1 (16.8)1 (31.6) 
6.01~ s.oo " i 4.0 i 1:u 1(18.9)1 (39.6) 
i s.01~16.00 " I 6.7 I 16.7 :c21.3ll (52.4) 
16.01~ I 29.5 i 18.:i 1(38.3)!(119.5) 
令 'F !!J I 3.7 i 7.7 1(16.3)1 (31.9) 

ゥi-:|--～ 2.00 ACC. - 1 ニI -|--(12. 6) I (25.1) 
力` 2.01~4.00 11 I'1(18.l)I (30.2) 
4.01~ 6.00 11 I 1(19.4)1 (36.2) 
6.01~ 8.00 11 I • 1(28.8)1 (51.2) 
8.0l~Hi.00 11 I • (29.0)I (74.8) 
16.01~ (64.8)1(141.5) 
全ヽlと均 (23.7)1 (49.9) 

てして←ヽ

（出所） 1)第 2図に同じ。

2) Cmamucmu'tecKuu cnpaoo暉邸 1927,

142~143ベーシより＇， l勾。
（江） ここて繊維製品くしは既殷服・ t'府・布・糸等を
指す。はぎものは含まなし＼。 1925/26年については

播種面栢グループ幻 lA• 分がや人＜畏：人るが無視する。

いたという（注9¥。サラサ地は無地の木綿地よりかなり高

価であることを若慮しても，この16.3ルーブルという水

準はかなり低いことになる。しかし， 1925/26年の 31.9

チェルヴォネツ・ 1レーブルという数字に同じ操作を加え

るとサラサ地購入可能額は 1人当たり 10.7メートルにな

る。しかも別の資料によれば，中央農業地方は，農民の

~1}』)サ等木綿地の消費帖で全国的にみてかなり低位にあ

る地域だった(t:10)。このことを考應すると， 1人当たり
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（出所） 1) 第 2図に同じ。

2) 第12表の2)に阿じ。

(;'J) ここで農具とは，スキ・ソハー・播種機等を指

i。荷，占車は含まない。 1925/26年については播種
IIrli 栢グ，りープの区分がやや／~しなるか無視ずる。

の繊維製品購入量は徐々に戦前水準に近づいていた，と

判断してさしつかえないように思われる。アントロボフ

が1926年に，全ソ平均で木綿布消費量は 1人当たり 1年

間で15.5メートルである（注11)，としていることがその例

証となろう（彼は戦前水準を20メードルであるとしてい

る）。繊椎 I：業の生産高が当時まだかなり低かった（戦前

を1(Xにして1923/24年で39.7Ci'l2)から繊維製品の需給

が逼迫したとしても決して不思淡ではな力いたのであ
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る。

ところで農民による繊維製品の需要はすべて都市の製

品に向けられるわけではない。農村に存在する家内織物

業者＝クスターリの製品を農民が買う可能性が少なくな

かったからである。事実， 「鋏状価格差」が拡大して農

民にとって都市工業製品の膳入が不利となった1923年に

は，購入する繊維製品の半分以上が彼らの製品だったと

いう報告もある（注13)。しかし， 1924年以降における都市

工業製品の価格抑制と穀物価格の引上げという政策は，

農村において都市工業製品がクスターリ製品を駆逐する

という結果をもたらした（注14¥。アントロボフは1925年の

6月に次のように書いて，それを嘆いていた。

「現在働いているクスターリ的織物業者の数は，戦

前に織物産業で働いていたクスターリの全人数と比較

して全くとるにたりない比率にしかならない」（注15)

彼の計算によれば，モスクワ県で働いていたクスター

リ的織物業者は，戦前には10万人， 1923/24年には約8600

人であった（注16)。したがって， 1924年以降の農民の繊維

製品需要におけるクスターリ製品の意義は，ほぼ無視し

うるといえる。第12表の 1924/25年以降の額は大部分，

都市の繊維製品に向けられていたと考えてさしつかえな

い。

農具はどうか。第13表は1922/23年から1925/26年まで

の農具購入額を地方別・播種面積ク頂］レーフ゜別に示したも

のである。単位については繊維製品の場合と同様であ

る。これも戦前と比較してみよう。戦前のロシアでは農

具はかなり輸入されていた。 1914年を例にとれば， 5400

万戦前Jレーブルの国内生産高に対して， 4100万戦前ルー

プルが輸入されていた(tt17¥。両者を合計して9500万戦前

Jレーブルを消費ナるには一経営当たり 4.3戦前ルーブル

(9500万戦前lレープル+2219万経営）の農具を入手すれ

ばよい。この水準も第13表からみると決して法外に高い

水準ではない。農具の入手も徐々に戦前水準に近づいて

いたと考えてよかろう。しかし，その絶対額をみると繊

維製品の入手額よりかなり低い。たとえば中央農業地方

全グループ平均で， 1928/24年と1924/25年は2．彩孜汀，

1925/26年は2.6分の 1にしかならない。 1923/24年の中

央工業地方の全播種面積グルーフ゜平均は8.4分の 1であ

る。ここにネップ期における農村の市場的経済発展の一

つの姿があらわれている。

4. 農民市場容量と商品飢饉

では最後にもう一度全工業製品入手額の統計に戻っ

て，農民市場の容量を筆者なりに計算してみる。第14表
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ば 1924年における播種而積別・地方別農家数（注18)を第8

表の各項に乗じて作成したものである。これによれば，農

民の 1923/24年における工業製品入手総額は約6億7000

万戦前Jレープルである。この水準は最初に紹介したコン

ドラチェフの計算結果とほぽ一致する。 1924/25年につ

いては， 1923/24年のように全ソ連をおおう資料がえら

れない。しかし， 1927年に出版されたリトシェンコのパ

ンフレットに載せられた資料によれぼ，極東，ザカフカ

ス， トルクメン等を除いてソ連全体で 1924/25年に約17

億チェルヴォネツ・ループルの工業製品が農民によって

購入された（注19)。また，『1927年統計要覧』の数字（注20),

ー経営当たり82.6チェルヴォネツ・ルーブル（全ソ平均）

を利用すると，約18億チェルヴォネツ・ルーブルが農民

による工業製品購入額になる。これらの数字は8億5000

万～ 9億戦前ループルに相当する（江21)。さてこの1923/

24年の 6億7000万戦前Jレーブル， 1924/25年の8億5000

万～ 9億戦前ループルという星ぱ，前述したように農村

で生産されるクスターリ手工業製品への需要をも含んだ

ものである。 「市場問題」にとって璽要なのほ，農民の

都市工業製品への需要であるから，この両者の比率を算

定する必要がある。

ガリツキーは 1923/24年について，工業製品にとって

の都市住民および農村住民の市場容量を計算したなか

で，農村住民の全工業製品への需要を 6億3500万戦前Jレ

ーブル，そのうちクスターリ手工業への需要を 1億6500

万戦前Jレーブルとした（注22)。これから計算すると農民に

よるクスターリ手工業製品への需要は，全工業製品への

孟要の約26％である。

192が25年のクスターリ手「業の生産高は， 1925年に

ucyが実施した「全連邦小工業・クスターリ手工業調
査」（注23)に，含まれている。それによれば1924/25年に

おける全ソ連邦（極東，ザカフカス， トルクメン等も含

む）の小工業（非センサス工業）・クスターリ手工業の

総生産高は16億1350万5400チェルヴォネツ・ルーブル

であった。そのうち農村で生産されたものは8億7186万

100チェルヴォネツ・ループルである。 しかし，ここに

含まれている硯割と粉（小麦粉・ライ麦粉その他）の生

産和 4億1206万800チェルヴォネツ・ルーブル (47.3%)

は，ここでの考察では小工業・クスターリ手工業の生産

莉から除外する必要がある。家計調査資料において碩割

と粉は工業製品としては除外されているからである。し

たがって1924/25年の農村における小工業・クスターリ手

工業の生産高は4億5979万9300チェルヴォネツ・ルー



研究ノート・ r J " • " " 

第14表 農民の工業製品購入総額1923/24年

（単位： 1,000戦前 Iレープル）

＼ 
C'” つ｀”｀，- `‘  

播種 ＼ 地方極 北北 部1北西部中央工業西 部 白ロシア 中央農業 ヴォルガ・
カマ

面稼グル

ーフ 、‘-` •• 無播柿 365.0I 90.2I 645.5I 2,992.11 254.31 131.81 1,672.01 177.6 
~ 2.00,llec. I 5,881.31 4,303.01 19,092.11 65,601.71 7,674.81 5,971.91 28,160.51 6,236.4 

2.01~ 4.oo " I 334.41 2,11s.21 5,422.41 38,137.41 8,343.91 6,782.41 29,582.31 9,774.9 
4.01~ 6.00 11 I 01 269.51 910.91 9,097.2:, 3,333.71 2,479.41 15,847.21 5,004.3 
6.01~ 8.00 II 40. 71 110. 71 2,029.11 936.01 1,026.61 8,137.01 2,197.4 
8.01~16,QO II 8.11 41.61 624.31 720.0 1,232.21 4,820.01 1,345.6 
16.01~ I -i -1 -1 -1 o 355.31 20.4 

全 平一均丁ー6,781.7| 7,0̀見””-25,826い24,590.3 28,797.5| 21,194; 105,208.8 26,002.1 
二｀ ‘ ―--= -=--”＝二字二、--＝~. ~::_:_」-マ” --”•一” ”- - -ーてて-て

右岸 ］左岸 ー南部ヴォルガウラルヴォルガ 北カフカスシベリア
下流域

---------~~----

無揺 1~ I 2,475.21 597.0I 10 
~ 2.00邸 c.I 9,486.11 7,573.4; 3 
2.01~ 4.00 " I 6,690.61 9,297.6 
4.01~ 6.00 " I 4,105.91 6,584.1 
6.01~ 8.00 II I 2,718.81 3,182.8 
8.01~16.00 ". 2,904.61 5,781.2 
16.01~ 699.61 1,156.2 

7 1,084.5 
4 10,325.3 
8 11,751.9 
5 7,230.6 

塁
4,617.0 
3,827.2 ， 230.8 

ウクライナウクライナ ステップ

1,737.2 2,603.4 2,771.2 
26,221.7 14,722.3 8,143.8 
25,869.7 19,859.4 15,124.6 
7,038.0 9,949.8 12,929.2 
1,392.6 5,756.7 10,602.1 
750.5 4,285.8 21,514.0 

369.6 6,558.8 
--- --—て 1 -―|  

全 平均 134,?？3.0| 36：砂48.5____2?,5叫門翌750.0 45,629.5| 76,691.8| 64,756.7| 87,381.5 
てし

（出所） 第8表の各項に，播種面精別・各地方農家数 (TpyQblucy，第24巻 第1分冊 30~41ページ， 45ペ

ージ）を乗じて計算。

ブルとなる。この農村における小工業・クスターリ手工 われる）と比較すればかなり小さい。しかし，工業生産

業の生産物がすべて農民によって需要されたとすれば， それ自体が戦前水準からかなり縮小していることを考慮

1924/25年における農民による小工業・クスターリ手工業 しなければならない。 1923/24年の工業製品生産高（ク

製品への需要は前述した全工業製品への需要17~18億チ スターリ手工業を含む）は1913年を100として47.7であ

ェルヴォネツ・ルーブルの約25~27％になる。実際には った（注24)。それゆえ，農民市場容量が小さいために工業

農村における小工業・クスターリ手工業の生産物がすべ 生産物が全体としてその販路を見い出しえず，それがエ

て農民によって需要されたわけではないので，この数字 業発展の姪桔となっていたと結論するのは早計である。

はやや低下するであろう。 第15表はゴスプランの中央統計部が計算した1923/24年

以上から， 1923/24年および1924/25年における農民の から1924/25年における工業生産高とその販売高（都市・

全工業製品需要は，約4分の 3が都市工業製品へ，残り 農村全体での）である。ここであきらかなように， 1924

の約4分の 1がクスターリ手工業製品へ向けられていた ／25年の第4・4半期 (1925年7~9月）には販売高が生

ことになる。 産高を上まわっている。このことに農民需要の増大が与

これを，先に計算した1923/24年および1924/25年の全 って力あったことはたしかであろう。

工業製品への農民の需要額にあてはめると，農民の都市 前述のガリツキーの論文は1924年の11月に発表された

工業製品への需要は， 1923/24年には約5億戦前ループ のだが，その中で彼は 1924/25年 (1924年10月～1925年

ル， 1924/25年には約6億4000万～ 6億8000万戦前Jレー 9月）における工業製品にとっての市場容量を予想して

ブルということになる。つまり1923/24年から1924/25年 いる。彼によれば1924/25年の市場容量は20億戦前Jレー

にかけて，都市工業製品にとっての農民市場容量は30% ブル（都市10億戦前lレープル，農村10/:I意戦前lレーブル）

前後拡大したことになる。 である。 1924/25年の国営大工業の生産計画を考慮すれ

さて，これらの数字は農民市場容量として大きいか， ば，この増大した需要を満たすためには，クスターリエ

小さいか。リトシェンコのいう戦前水準＝約20億戦前lレ 業の急速な増大が必要であり，さもなくば激しい商品飢

ーブル（この最はクスターリ手工業への需要も含むと思 饉が現出するというのが彼の予想である。しかも彼はそ

8ぅ
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第15表工業製品生産高・販売商

（単位： 100万チェルヴォネツ・ルーブル）
、、””--・--

> 4半期['1.(ti f雨＼販盈 r碕1(2[-(1)（％） 
1923/24 1 -［-- 844.51 505.2 59.8 

II I 854.8 （沿9.2 71.3 
Ill 789.3! 721.2 91.4 
IV i 856. 7 811.2i 94. 7 

1924/25 I I 1,068.4 965.41 90.4 
, II 1,172.2 993.51 84.8 
Ill I 1,226.11 1,106.o: 90.2 
w 1,299.o: 1,:101.0 100.1 

‘~ ~ ~ ~ ヽ—-

（出所） HapoみHoexoaftlt,cmeo CCCP B 1924/2-5 

zooy. モスクワ， 1926年 49ペー >o

のような激しい市場容量の増大の原因として価格の動向

—工業製品価格下落，農産物価格上昇ーーを挙げ，

「工業製応価格抑制，農産物価格引上げをいつまでも続

けるわけにはいかない」と結論したのである滋25)。

ガリツキーの予想は適中した。 1925年秋に深刻な商品

飢饉が生じたからである。従来この 1925年の商品飢饉

は，工業製品の不足，工業生産能力の不足，および固定

資本の摩耗という原因から固定資本投賓，工業化の必要

性が生じる，という脈絡の中で論じちれることが多かっ

た。しかし以上の考察から， 1925年の商品飢饉の原因解

明のためにはむしろ需要（とくに農民の）の分析が必要

であることがわかる。事実、当時には，商品不足は「絶

対的な商品の不足なのではなく，貨幣的需要と比較して

の相対的不足である」と評価し， 「商品不足は価格〔工
しる',

業製品の］があまりに低いことの標である」と断じた論

者もいる（注26)。

1924年 1月の第13回党協議会において！レィコフは，茫

村の市場を拡大しなければ工業を現水準に維持すること

さえ難しいとの危惧を表明していたことについてはす

でに紹介した。 1923年の「鋏状価格差」危機の教訓から

農村市場拡大の必要を感じとった党主流｝ま1924年以降そ

のための種々の方策を実施していく(tt27)。その中心をな

したのが工業製品低価格・農産物高価格という価格政策

であった。 1923年10月1日には3.10まで上昇していた農

産物価格指数に対する工業製品価格指数の比率（ゴスフ゜

ランおよび ucyの指数による）は1925年の 4月1日に

は1を割り， 5月 1日には0.94までなっていた（記28)。こ

のような事態が農民の一部の工業製品への需要を爆発的

に増大させる原因になっていたことは想像に難くない。

党主流が講じた方策は効を奏して，彼らが危惧していた

こととは正反対の問題ーー工業製品の不足..ーが生ずる
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ことになったのである。しかもここでの農民家計の収入

溝造の分析を考慮すると，そのことの背後では農村への

貨幣的取引の浸透と「営業所得」の増大という要因が働

いていたことがわかる。

(lt 1) ここでの叙述は次力文献によった。

q皿 HOB,A.,E/00:JICem凡bleUCC/leOOB血邸，ucmopun

u.MemoiJbl（家計調在，歴史と方法）， モスクワ 19 

29年 (Oeuvres choisies de A. V. Cajanov. Textes 

rもuniset publiもspar B. Kerblay,第 7巻）； qepH-

oMopcKHii, M. H., "B1,16opo11Hb1e o6cJJe,II.oBamrn u 

KpeT碑 HCKHe610,11.lKeTbl KaK HCTO咄 HKHno llCT-

opHH cou.11aJ1bH0・9KOHOMH1leCKHX OTHOllleHHH B 

,ll.epeBHe Bro,II.bl H9na（ネソプ期農村の社会・経済

関係史貧料としての抽出詞査ど農民家計），’＇ TpyiJbl 

MocKoocKozo zocyiJapcmee1-tH020 ucmopuKか apx-

UBH-OZO邸 cmumyma, 第 7を 1954年； B0kapeB, 

IO. n., "BonpOCbl MeTO,II.HKH onpe,II.eJ1eH皿
penpe3eHTaTHBHOCTH KpeCTb5lHCKHX 610,II.lKeTOB 

20-x ro入OB(1920年代提民家』］）代表性判定乃方法

問題），” Hcmop咋 CCCP, 第4号 1974年；同

“BIO,lllKeTHbie o6cne,II.osamrn KpecT碑 HCKHX XO-

3雌 CTB 20-x ro,llOB (1920年代農民経営の家計調

在），’＇ Bonpocbl Hcmopuu, 第6号 1974年；同

"KpecTb只HCKHe6!0,II.lKeTLI 1920-x ro,II.OB fl HeKOT-

Opble BOnpOCbl HX HCTO'lHHKOBe,II.11ecKoro aHaJJH3a 

(1920年代農民家計とその賓料学的分析の諸問題），”

Memo紐邸ooeiJe1-tueomeitecmoe邸 oaucmopuu所

収，モスクワ 1977年；同 “MeTO,II.HKa H3yqeH皿

KpecT碑 HCKHX6!0,II.lKeToB 20-x ro,II.OB (1920年代股

民家計の研究方法），”Hcmo'iHUKooeiJe1t-ueucmopuu 

cooemcKozo o徊ecmoa, 第3号モスクワ 1978年

所収； Maccoo以e ucmoit1-tUKU no co~ua/lbHo-

3KOH-O.Ml• •teCKOU ucmopuu COBemcKOZO 0如 ecmoa

（ソ連社会f)仕会経済史関係数見資料），モス、クし'19

79年 227~296ページ。

（注2) このことは家計調査資料の「代表性」 (pe-

npe3eHTaTHBHOCTb)に問題があることを意味してし

る。ポカ） ：：ーフの前掲C'）諸冊完は主にこo:：諜出こつ
いて論じて、＇る。 しかし， こァー -r はそのよ〗な統，．t学

上の問題に採入りせずに，家註調査資料にあうわれた

数字を一応現実の近似と考えて考察を進める。なお，

家計資料が現実より大播種層を過大に合むことは，そ

れぞれ）塁家かEl分の経令いこ関＂iる梢報を過小；！報告
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することによって柑殺されるという面をもつ。 JlHTO・

!lleHKO, "OcHOBHhie 9JieMeHTbl KpeCThHHCKOrO 

6!0八lKern 1923/24 r.（農民家訂の根本要索 1923/24

年），’＇ B/0ふ1emeHbLI.CY CCCP祐115号 1926年 1月

15日3ぺ←ーン。

（注 3) JlllTO!lleHKO, Kp IITO!lleHKO, Ji pecmb邸 C/COeX03只ucmB0

……,19ページおよひ同‘'江eHe氷Hblll6aJiaHC Kpec-

TbHHCKOro X03HMCTBa（農民経党の貨幣バランス），”

BecmHU/C </Ju1-taHCOB 第 2巻 1926年 74ペーシ，

また CTpyMIIJIIIH, 前掲論文 5ペーシを参照せよ。

（注4) 木村雅則「ソビエト・ロシアにおけるハイ

バー・インフレーション」 『経済学季報』（立正大学

第29巻 1• 2 号および 3•4 号）。

（注5) 木村雅il:JI『貨幣』の内OO過程」（中山弘正

糾署『ネソプ経済ヽ）研究』御茶の水害房 1980年）。

（注 6) Tpy如 ll,C.Y （中ら：統計局報） 第24巻，

第 1分冊 32ページ。

（注 7) B1-tympe邸郊 mop208屈 Co/03a CCP 

3a X.11em 90ベージ。

（注 8) T pyabt ll.C.Y，第24巻，第 1分flit :32ペー

（゚注 9) HeKpacoe, H. B., Koonepamu卵 a”

mopzoB屈（協同紅l合の商業），第 2部，モスクワ 19

27年 122ページ。

01:10) Jll!TOllleHJ{O, E.MKOCmb KpeCmb邸 CICOZO

......, 10ページ。

（注11) AttTponoB, "K npo6.11eMe Matty巾aKTyp-

HOro pbIHKa（衣料品市場の問題について），’' 3Ko-

HO“四 ecKoe0603peHue, 1926年 9月 4ページ。

信 12) MaKapoB, B., "O Matty巾aKTypHOMro.11-

0邸（衣料品飢饉に ')1 "ア）、,3KOHO“四 ecKoe060-

3pe邸 e, 1925年10)J 10ヘーン。

（注13) MaKapoB, "Matty巾aKTYPHhlii pbIHOK H 

TeKCTHJlbHa只 npoMhlll1J1ellHOCTbB nepBOM IIOJiyr-

0.1(皿 1924/25r. (1924/25年第 1半期における衣料品巾

場と繊維工業），”3KOHO“四 ecTCoe06ospe1-tue, 1925 

年 5月 151ペーシ。

（注14) 同上論文。

（注15) AttTponoB, " K eonpocy o pa3BHTHII 

TeKCTHJibHOll KycrnpHOM npOMbllllJieHHOCTH (クス

ターリ繊維工党の発履0|l'jし阻こ 9バ、て），’＇ 3“°HO“u-

'iecKoe 0603pe1-tue, 1925年 7月 73ページ。

（注16) 同 L論文。

研究ノート 9 』『』" ...... 

（注17) Bonpocbt cell1>C1Co-xoanacmee邸 OZOMa・ 

“邸ocmpoe凡U兄 e Poccuu（ロシアにおける農業機

誡工業グ）問題），モスクワ， 1923 打• 8ヘージ。

(己18) TpyiJbt LI.CY,第24巻，第 1分冊， 30~41

ペーシ， 45ページより計算した。

直 19) JIHTOilleHKO, £邸ocmbKpecm1,邸 CICOZO

......, 33ページ。

（注20) C mamucm四 ec,cuu cnpaeo'(,HUIC CCCP 

1927, 139ページ。

（注21) Iの（注10)参照。

（注22) faJIHI.1,KHfi, M., " OnbIT HC咄 CJ!紐皿

pa3MepoB H CTpOeH皿 pbIHKapyccKofi npoMbIIIIJI-

eHHOCTll B 1922/23-1923/24 rr. (1922/2:3~1923/24 

年：こおけるロシア工業の市場規模と構造の算定の試

み），’＇ Col{Ua/lucmu<tec,coe xos月acm60，第 5号，

1924午 132ページ。 たたし力→ ！）ジキーけ農民の工業

製品への需要を農産物生産高から推定し，「営業所得」

を考慮していないのて，この絶対額については問題か

ある。

（注23) TpyiJbt LI.CY,第33巻，第 2分ffil,XL-LI 

ページに収録。

（止24) MaKapoe, "O Matty伽3KTYPHOM.…..，’'10

ベージ

゜
（注25) faJIHI¥KHH, " 011blT HC咄 CJieH皿．．．．．．，’’

136~137ページ。

（注26) HOBO淑 HJIOB,B., "HeAOCT3TOK TOBapoB 

（商品不足），’＇ BecmHUK</JuHaHCOB,第2号 1926年。

（注27) 拙稿「『鋏状価格差』危機」（中山弘正糾著

『不ップ経済の研究』御茶の水書房 1980年）。

（注28) B1tympe邸邸 mop206/l9…..,94ペーン。

（日本学1IIT枷釦会奨励研究員）
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